
第 3 2 条の２  少量危険物の貯蔵及び取扱いのすべてに共通する 技術上の基準は、 次のと おり と す

る 。  

 （ う ）（ す）（ ほ）  

⑴ 漏れた危険物を 一時的に貯留する 設備（ 以下「 貯留設備と いう 。」） 又は油分離装置にたま つ

た危険物は、 あふれないよ う に随時く み上げる こ と 。（ す）（ ほ）（ ま ）  

⑵ 危険物又は危険物のく ず、 かす等を 廃棄する 場合には、 それら の性質に応じ 、 安全な場所に

おいて、 他に危害又は損害を 及ぼすおそれのない方法によ り 行う こ と 。（ す）（ ほ）  

 ⑶ 危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所では、 当該危険物の性質に応じ 、 遮光又は換気を 行う こ

と 。（ す）（ ほ）  

 ⑷ 危険物は、 温度計、 湿度計、 圧力計その他の計器を 監視し て、 当該危険物の性質に応じ た適

正な温度、 湿度又は圧力を 保つよ う に貯蔵し 、 又は取り 扱う こ と 。（ す）（ ほ）  

⑸ 危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合においては、 危険物の変質、 異物の混入等によ り 、 当該

危険物の危険性が増大し ないよ う に必要な措置を 講ずる こ と 。（ す）（ ほ）  

 ⑹ 危険物が残存し 、 又は残存し ている おそれがある 設備、 機械器具、 容器等を 修理する 場合は、

安全な場所において、 危険物を 完全に除去し た後に行う こ と 。（ す）（ ほ）  

 ⑺ 可燃性の液体、 可燃性の蒸気若し く は可燃性のガス が漏れ、 若し く は滞留する おそれのある

場所又は可燃性の微粉が著し く 浮遊する おそれのある 場所では、 電線と 電気器具と を 完全に接

続し 、 かつ、 火花を 発する 機械器具、 工具、 履物等を 使用し ないこ と 。（ す）（ ほ）  

 ⑻ 危険物を 保護液中に保存する 場合は、 当該危険物が保護液から 露出し ないよ う にする こ と 。

（ す）（ ほ）  

⑼ 接触又は混合によ り 発火する おそれのある 危険物と 危険物その他の物品は、 相互に近接し て

置かないこ と 。ただし 、接触又は混合し ないよ う な措置を 講じ た場合は、こ の限り でない。（ す）

（ ほ）  

⑽ 危険物を 加熱し 、 又は乾燥する 場合は、 危険物の温度が局部的に上昇し ない方法で行う こ と 。

（ す）（ ほ）  

 ⑾ 危険物を 詰め替える 場合は、 防火上安全な場所で行う こ と 。（ す）（ ほ）  

 ⑿ 吹付塗装作業は、 防火上有効な隔壁で区画さ れた場所等安全な場所で行う こ と 。（ す）（ ほ）  

 ⒀ 焼入れ作業は、 危険物が危険な温度に達し ないよ う にし て行う こ と 。（ す）（ ほ）  

 ⒁ 染色又は洗浄の作業は、 可燃性の蒸気の換気を よ く し て行う と と も に、 廃液を みだり に放置

し ないで安全に処置する こ と 。（ す）（ ほ）  

 ⒂ バーナーを 使用する 場合においては、 バーナーの逆火を 防ぎ、 かつ、 危険物があふれないよ

う にする こ と 。（ す）（ ほ）  

⒃ 危険物を 容器に収納し 、 又は詰め替える 場合は、 次によ る こ と 。（ ほ）  

ア 固体の危険物にあ つては危険物の規制に関する 規則（ 昭和 3 4 年総理府令第 5 5 号。 以下

「 危険物規則」 と いう 。） 別表第３ 、 液体の危険物にあつては危険物規則別表第３ の２ の危険

物の類別及び危険等級の別の項に掲げる 危険物について、 こ れら の表において適応する も の



と さ れる 内装容器（ 内装容器の容器の種類の項が空欄のも のにあつては、 外装容器） 又は危

険物規則第 3 9 条の３ 第１ 項に規定する 告示の例によ る 容器（ 以下こ の号において「 内装容

器等」 と いう 。） に適合する 容器に収納し 、 又は詰め替える と と も に、 危険物規則第 4 3 条の

３ の規定の例によ り 危険物を 収納する こ と 。（ ほ）  

イ  内装容器等には、 見やすい箇所に危険物規則第 3 9 条の３ 第２ 項から 第６ 項ま での規定の

例によ る 表示を する こ と 。（ ほ）  

 ⒄ 危険物を 収納し た容器を 積み重ねて貯蔵する 場合には、高さ ３ メ ート ル( 第４ 類の危険物のう

ち第３ 石油類及び第４ 石油類を 収納し た容器のみを 積み重ねる 場合にあ つては、 ４ メ ート ル)

を 超えて積み重ねないこ と 。（ ほ）  

２  少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の位置、 構造及び設備のすべてに共通する 技術上の基

準は、 次のと おり と する 。（ ほ）  

⑴ 危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所には、 危険物規則第 1 7 条第１ 項又は第 1 8 条第１ 項の

規定の例によ り 、 見やすい箇所に危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱つている 旨を 表示し た標識（ 危

険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ン ク のう ち車両に固定さ れたタ ン ク （ 以下「 移動タ ン ク 」 と い

う 。） にあつては、 0 .3 メ ート ル平方の地が黒色の板に黄色の反射塗料その他反射性を 有する 材

料で「 危」 と 表示し た標識） 並びに危険物の類、 品名、 最大数量及び移動タ ン ク 以外の場所に

あつては防火に関し 必要な事項を 掲示し た掲示板を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑵ 危険物を 取り 扱う 機械器具その他の設備は、 危険物の漏れ、 あ ふれ又は飛散を 防止する こ と

ができ る 構造と する こ と 。 ただし 、 当該設備に危険物の漏れ、 あふれ又は飛散によ る 災害を 防

止する ための附帯設備を 設けたと き は、 こ の限り でない。（ ほ）  

⑶ 危険物を 加熱し 、 若し く は冷却する 設備又は危険物の取扱いに伴つて温度の変化が起こ る 設

備には、 温度測定装置を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑷ 危険物を 加熱し 、 又は乾燥する 設備は、 直火を 用いない構造と する こ と 。 ただし 、 当該設備

が防火上安全な場所に設けら れている と き 、 又は当該設備に火災を 防止する ための附帯設備を

設けたと き は、 こ の限り でない。（ ほ）  

⑸ 危険物を 加圧する 設備又はその取り 扱う 危険物の圧力が上昇する おそれのある 設備には、 圧

力計及び危険物規則第 1 9 条第１ 項の規定の例によ る 安全装置を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑹ 引火性の熱媒体を 使用する 設備にあつては、 その各部分を 熱媒体又はその蒸気が漏れない構

造と する と と も に、 当該設備に設ける 安全装置は、 熱媒体又はその蒸気を 火災予防上安全な場

所に導く 構造と する こ と 。（ ほ）  

⑺ 電気設備は、 電気工作物に係る 法令の規定の例によ る こ と 。（ ほ）  

⑻ 危険物を 取り 扱う に当たつて静電気が発生する おそれのある 設備には、 当該設備に蓄積さ れ

る 静電気を 有効に除去する 装置を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑼ 危険物を 取り 扱う 配管は、 次によ る こ と 。（ ほ）  

ア 配管は、その設置さ れる 条件及び使用さ れる 状況に照ら し て十分な強度を 有する も のと し 、

かつ、 当該配管に係る 最大常用圧力の 1 .5 倍以上の圧力で水圧試験（ 水以外の不燃性の液体



又は不燃性の気体を 用いて行う 試験を 含む。）を 行つたと き 漏えいその他の異常がないも ので

ある こ と 。  

イ  配管は、 取り 扱う 危険物によ り 容易に劣化する おそれのないも のである こ と 。  

ウ  配管は、 火災等によ る 熱によ つて容易に変形する おそれのないも のである こ と 。 ただし 、

当該配管が地下その他の火災等によ る 熱によ り 悪影響を 受ける おそれのない場所に設置さ れ

る 場合にあつては、 こ の限り でない。  

エ 配管には、 危険物規則第 1 3 条の４ の規定の例によ り 、 外面の腐食を 防止する ための措置

を 講ずる こ と 。 ただし 、 当該配管が設置さ れる 条件の下で腐食する おそれのないも のである

場合にあつては、 こ の限り でない。  

オ 配管を 地下に設置する 場合には、 配管の接合部分（ 溶接その他危険物の漏えいのおそれが

ないと 認めら れる 方法によ り 接合さ れたも のを 除く 。）について当該接合部分から の危険物の

漏えいを 点検する こ と ができ る 措置を 講ずる こ と 。  

カ  配管を 地下に設置する 場合には、 その上部の地盤面にかかる 重量が当該配管にかから ない

よ う に保護する こ と 。  

 

条則 

（ 標識等)  

第1 6 条 （ 略）  

２  条例第 3 2 条の２ 第２ 項第１ 号に規定する 危険物を 貯蔵し 、又は取り 扱つている 旨の表示は「 少

量危険物貯蔵取扱所」 と する 。（ と ）  

３  （ 略）  

 

【 解説】  

本条第１ 項は、少量危険物の貯蔵及び取扱いのすべてに共通する 技術上の基準を 規定し たも のであ

る 。  

 第２ 項は、 少量危険物を 貯蔵し 、 ま たは取り 扱う 場所の位置、 構造及び設備の全てに共通する 技術

上の基準を 規定し たも のである 。  

 

１  第１ 項第１ 号 

  貯留設備や油分離装置にたま っ た危険物のみなら ず、 ゴ ミ や砂など についても 除去する こ と 。  

 

２  第１ 項第２ 号 

  可燃性の危険物は、 少量ずつ安全な場所で焼却し たり 、 水溶性の塩類又は酸類である 危険物は、

水で希釈し た後処理し たり 、その他埋設し たり し て、他に危害を 及ぼさ ないよ う 危険物の性質に応

じ て廃棄し なければなら ない。  

 

 



３  第１ 項第３ 号 

  「 遮光」 を 図る 必要がある のは、 黄リ ン 、 エーテル、 二硫化炭素、 コ ロ ジオン その他揮発性の大

き い液体等の危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合である 。  

「 換気」 は、 危険物を 貯蔵又は取り 扱う 場所における 室内の空気を 有効に置換し 、 温度、 湿度を

適正に保つこ と を 目的と し ており 、 自然換気、 強制換気のいずれでも よ い。  

 

４  第１ 項第４ 号 

  「 その他の計器」 には、 液面計、 流量計、 回転計、 電流計等がある 。  

 

５  第１ 項第５ 号 

  自然発火性の危険性のあ る 危険物又は混合接触によ り 発火し たり 爆発し たり する 危険物につい

ては、 予めその性質を 把握し て、 本号の適正な運用に努めなければなら ない。  

 

６  第１ 項第６ 号 

  本号は、 危険物を 取り 扱う 設備、 機械器具、 容器等を 修理する 場合には、 と かく 残存危険物によ

る 災害が起こ り がちである こ と から 、 規定し たも のである 。  

 

７  第１ 項第７ 号 

  「 電線と 電気器具と の安全な接続」については、第２ 項第７ 号の規定と 一体と なる こ と によ っ て、

危険物の保安が確保さ れる も のである 。  

  「 火花を 発し ない工具」 と し て、 ゴ ム 製ハン マーや防爆用安全工具（ ベリ リ ウ ム 銅合金製） が通

常使用さ れている 。  

 

８  第１ 項第８ 号 

  「 保護液」 と は、 空気に接触さ せる と 著し く 危険と なる 危険物を 保護する ための液であり 、 例え

ば、 金属ナト リ ウ ム の場合のパラ フ ィ ン 、 灯油、 軽油、 ある いはニト ロ セルロ ース の場合の水等が

こ れに該当する 。  

 

９  第１ 項第９ 号 

  接触又は混合によ る 発火危険のある 危険物と 危険物その他の物品と を 同一場所で貯蔵し た場合

においては、地震等によ る 相互の物品の接触混合又は転落によ る 危険物の流出等によ っ て災害が発

生する こ と が容易に考えら れる ので、 こ れら の危険物又は物品は、 そのおそれのないよ う に貯蔵・

保管し なければなら ない。  



 

1 0  第１ 項第 1 0 号 

  「 温度が局部的に上昇し ない方法」 と し ては、 次の方法が考えら れる 。  

 ⑴ 直火を 用いない方法 

 ⑵ 熱源と 被加熱物と を 相対的に動かす方法 

 ⑶ 被加熱物の温度分布に偏り を 生じ さ せない方法 

 

1 1  第１ 項第 1 1 号 

  本号は、 シン ナー、 ガソ リ ン 、 灯油、 軽油等可燃性液体の詰替えが、 コ ン ロ や石油ス ト ーブ等の

付近で行われて火災が発生する 例が多く 、 こ の種の事故を 予防する ために規定し たも のである 。  

 

1 2  第１ 項第 1 2 号 

  本号は、吹付塗装作業が引火点が比較的低い危険物を 溶剤と し て使用する ため、その作業場所で

は可燃性蒸気の濃度が高く なる 危険性がある ので、防火上有効に隔壁等で区画さ れた安全な場所で

行う こ と を 規定し たも のである 。  

  「 防火上有効に隔壁等で区画さ れた安全な場所」 と は、 次に掲げる 場所を いう 。  

 ⑴ 小屋裏に達する 準耐火構造又は防火構造（ 下地が不燃材料のも のに限る 。） の壁（ 開口部を 設 

ける 場合は自閉式の防火設備と し 、 その他にあっ ては、 防火上有効なダン パーを 設けたも の） で

区画さ れた場所 

   なお、「 防火構造」 と は次に該当する も のを いう 。  

  ア 改正前建基令第 1 0 8 条第１ 号に適合し ていた防火構造（ 同条第４ 号の規定に基づき 、 建設

大臣が同条第１ 号と 同等以上の防火性能を 有する と 認めて指定し たも のを 含む。）  

  イ  建設省告示第 1 3 5 9 号（ 平成 1 2 年 5 月 2 4 日） 第１ 、 １ ロ に規定する 構造（ こ の場合、「 屋

外側」 を 「 吹付塗装作業場側」 に読み替える も のと する 。）  

 ⑵ 塗装ブース 又はウ ォ ータ ーカーテン 等を 設け、危険物の蒸気等が塗装場所以外の場所へ拡散し

ない場所 

 ⑶ 屋外又は周囲が十分に開放さ れている 屋内で、火源から 安全と 認めら れる 距離を 有し ている 場

所 

 

1 3  第１ 項第 1 3 号 

  本号は、比較的引火点の高い焼入油であっ ても 、長時間の連続作業等によ り 温度制御が適切に行

われない場合には危険状態になる こ と から 規定し たも のである 。  

  「 危険物が危険な温度に達し ない」 方法と し ては、 焼入油の容量を 十分にと る 、 循環冷却装置を

用いる 、 攪拌装置を 用いる 等の方法がある 。  

  「 危険な温度」 と は、 危険物の引火点から 5 0 度を 差し 引いた温度を いう 。  



 

1 4  第１ 項第 1 4 号 

  本号は、 染色又は洗浄の作業は、 吹付作業と 同様、 可燃性蒸気が滞留する おそれがある こ と から

規定し たも のである 。  

 

1 5  第１ 項第 1 5 号 

  「 逆火防止の方法」 と し ては、 バーナーに点火する 際、 事前に燃焼室に送風し 、 未燃焼ガス 等を

除去する 方法（ プレ パージ）、 バーナーの燃焼を 止めた後、 ある 一定時間送風を 継続し て、 燃焼室

内の未燃焼ガス 等を 除去する 方法（ ポス ト パージ） 等がある 。  

  「 危険物のあふれを 防ぐ 方法」 と し ては、 燃料を ポン プで供給し ている 場合の戻り 管の設置、 炎

監視装置によ り バーナーの不着火時における 燃料供給停止装置等の方法がある 。  

 

1 6  第１ 項第 1 6 号イ  

  内装容器等には、 危険物の品名、 危険等級（ 危険物規則第 3 9 条の２ に定める 危険物の区分）、

水溶性の第４ 類危険物にあっ ては、「 水溶性」 及び危険物に応じ た注意事項を 表示し なければなら

ない。 ま た、 家庭で使用さ れている 灯油用ポリ エチレ ン容器、 又は金属製ド ラ ム 、 ペール缶、 金属

製１ ８ リ ッ ト ル缶、 ガソ リ ン 携行缶は、 危険物保安技術協会がその試験確認を 行っ ており 、 消防法

令に定めら れた基準に適合し ている も のに対し て、 認定ラ ベル、 又は、 基準適合性表示を 貼付し て

いる 。（ 図 3 2 の２ －１ 参照）  

     

図 3 2 の２ －１ _ 携行缶等の認定表示 

灯油用ポリ エチレ ン かん ガソ リ ン 携行缶 

 

 
 

 

1 7  第１ 項第 1 7 号 

本号は、地震等によ る 転落を 防ぐ ため、危険物を 収納し た容器を 積み重ねて貯蔵する 場合の高さ

を 規定し たも のである 。  

 

1 8  第２ 項第１ 号 

少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所に設ける 標識及び掲示板について規定し たも のである 。  

  こ れら は、 当該場所における 危険物の所在を 周知さ せる こ と によ り 、 防災上の注意を 喚起し 、 ま



た、 消火活動における 効果を 期待する も のである 。  

  移動タ ン ク の標識にあっ ては、 0 .3 メ ート ル平方の地が黒色の板に、 黄色の反射塗料やその他反

射性を 有する 材料で「 危」 と 表示し 、 車両の前後から 確認でき る よ う に設ける こ と 。  

  移動タ ン ク 以外のも のにあっ ては、 大き さ は、 幅 0 .3 メ ート ル以上、 長さ 0 .6 メ ート ル以上の

地が白色の板に、 黒色の文字で「 少量危険物貯蔵取扱所」 と 表示する こ と 。  

  掲示板については、 危険物の類、 品名、 最大数量及び移動タ ン ク 以外にあっ ては、 防火に関し 必

要な事項を 掲示する こ と 。  

  防火に関し 必要な事項は、 危険物規則第 1 8 条第１ 項第４ 号及び第５ 号の例によ り 、 貯蔵し 又は

取り 扱う 危険物に応じ たも のである こ と 。  

  標識を 掲げる 場所は、 少量危険物貯蔵取扱所の出入口付近等、 外部から 見やすい個所と し 、 掲示

板については、 施設の実態に応じ て複数の掲示を 行う こ と 。  

  「 最大数量」 と は、 常時貯蔵し 、 又は取り 扱っ ている 数量の最大値のこ と を いう 。  

 

1 9  第２ 項第２ 号 

  「 漏れ、 あふれ又は飛散を 防止する こ と ができ る 構造」 と は、 通常の使用条件に対し 、 十分余裕

を も っ た容量、 強度、 性能等を 有する 構造を いい、「 附帯設備」 と は、 オーバーフ ロ ー管、 戻り 管、

受け皿、 囲い、 逆止弁、 飛散防止用の覆い等がある 。  

 

2 0  第２ 項第３ 号 

  温度測定装置は、 貯蔵し 、 又は取り 扱う 危険物の種類、 性状、 貯蔵取扱形態、 設備の種類及び測

定温度範囲等を 考慮し 、 安全、 かつ、 正確に温度変化を 把握でき る も のでなければなら ない。  

 

2 1  第２ 項第４ 号 

「 直火」 と し ては、 可燃性の固体、 液体又は可燃性気体を 燃料と する 火気や露出し たニク ロ ム 線

を 用いた電熱器等が該当する 。  

  「 火災を 防止する ための附帯設備」 と し ては、 危険物の温度を 自動的に当該危険物の引火点以下

に制御する こ と ができ る 装置（ サーモス タ ッ ト 等）、 又は引火、 着火を 防止でき る 装置（ 不燃性ガ

ス 封入装置等） が該当する 。  

 

2 2  第２ 項第５ 号 

  「 安全装置」 と し ては、 自動的に圧力の上昇を 停止さ せる 装置や減圧弁等がある 。  

 

2 3  第２ 項第６ 号 

  「 熱媒体」 と し ては、 水蒸気や空気が使用さ れる こ と が多いが、 高引火点の危険物が使用さ れる

こ と も ある 。  

  「 火災予防上安全な場所に導く 構造」 と は、 熱媒体又はその蒸気が噴出し ないよ う 、 当該安全装

置から 配管等によ り 、 屋外の冷却装置又は予備タ ン ク 等に導く よ う な構造を いう 。  



なお、 冷却装置、 及び予備タ ン ク は、 周囲に火気、 火花を 発生する 装置のない屋外の高所に設置

し なければなら ない。  

 

2 4  第２ 項第７ 号 

  「 電気工作物に係る 法令の規定」 と は、 電気事業法に基づく 「 電気設備に関する 技術基準を 定め

る 省令」 を いう 。  

  危険物の貯蔵及び取扱いに伴い、可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が漏れ、滞留する おそれのある

場所に設ける 電気設備については、 こ れが火源と なら ないよ う にする ために本号を 規定し ている 。

具体的には、 防爆性能を 有する 機器を 用いる こ と 等である 。  

 

2 5  第２ 項第８ 号 

  「 静電気を 有効に除去する 装置」 と は、静電気を 発生し やすい危険物（ 特殊引火物、第一石油類、

第二石油類等が考えら れる 。） を 取り 扱う 設備を 接地（ アース ） する こ と によ り 、 静電気を 除去す

る こ と が一般的である 。  

 

2 6  第２ 項第９ 号 

 ⑴ 配管の材質は、 鋼製その他金属製のも の及び｢危険物を 取り 扱う 配管等と し て用いる 強化プラ

ス チッ ク 製配管に係る 運用基準について｣（ 平成 1 0 年３ 月 1 1 日付け消防危第 2 3 号） に適合す

る 強化プラ ス チッ ク 製配管がある 。  

⑵ 強化プラ ス チッ ク 製配管は危険物の性状によ る 材質の劣化がないも のである こ と 。  

 ⑶ 強化プラ ス チッ ク 製配管は、鋼製配管と 異なり 火災によ る 熱によ っ て容易に変形・ 破損する お

それがある 。 ｢火災等によ る 熱によ り 悪影響を 受ける おそれのない場所｣と は、 ふたを 鋼製、 コ ン

ク リ ート 製と し た地下ピ ッ ト に設置する 場合が該当する 。  

 ⑷ 「 外面の腐食を 防止する ための措置」 と は、 配管を 地上に設置する 場合は地盤面に接し ないよ

う にする と と も に、 外面の腐食を 防止する ためさ び止め塗料を 塗布する こ と である が、 銅管、 ス

テン レ ス 鋼管、亜鉛メ ッ キ鋼管等の錆びにく い材質で造ら れたも のにあっ ては必ずし も 塗装の必

要はない。  

配管を 地下に設置する 場合、電気的腐食のおそれのある 場所においては、塗覆装又はコ ーティ

ン グ及び電気防食、それ以外の場所においては、塗覆装又はコ ーティ ン グによ る 防食措置が該当

する 。  

 ⑸ 「 接合部分から の危険物に漏洩を 点検する こ と ができ る 措置」 と は、 当該部分を 有蓋のコ ン ク

リ ート の箱（ 点検ボッ ク ス ） に収納する 等の措置を いう 。（ 図 3 2 の２ －２ 参照）



図 3 2 の２ －２  点検ボッ ク ス の例 

 

 

 


